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１．工事の一時中止に係る基本フロー 

 

 土木工事共通仕様書「第1編 1-1-14」に基づく対応

 提出 承諾 

・工期の10分の５が６月を超えるときは、６月を超えたとき

・一部中止の場合、他の部分が完了してから３月を超えたとき

 契約約款第52条(受注者の催告によらない解除権）に基づく判断

  　　　契約解除しない

契約解除する

工期短縮が可  工期短縮の要請 工期短縮必要　 

能であるか   　工期短縮不可の場合、その旨を「回答」

工期短縮可能 工期短縮不要・不可

　

変更不要

【　】：章　　　［　］：様式

契約変更

工事完成

    ［ 9.様式・記載例 (5) ］ 　［ 9.様式・記載例 (4) ］

標準積算 積上積算

受発注者間協議
＜契約約款　第18号様式、第18号様式の2＞

 契約約款第25条
 (請負代金額の変更方法等)
 に基づく協議

 工期短縮計画書の提出 請負代金・工期の変更
変更必要 工事請負代金・

工期変更の検討

　　土木工事で
　　中止期間
　　３ヶ月以内

 土木工事で
 中止期間３ヶ月を超える
 又は公共建築工事

　 の判断

契約解除

 工事再開通知
 ・工期短縮の必要性判断

［ 9.様式・記載例 (3) ］

【6.工期短縮計画書の作成】 【8.増加費用の考え方】 【7.請負代金額又は工期の変更】

　 契約解除

【2.発注者の中止指示義務】

【3.工事を中止すべき場合】

工事の一時中止を検討
 契約約款第20条
 (工事の中止)
 に基づく検討

【4.中止の指示・通知】

中止の指示・通知
＜契約約款　第14号様式＞

 契約約款第20条
 (工事の中止)
 に基づく通知

【5.基本計画書の作成】 ［ 9.様式・記載例 (1) ］

 基本計画書の提出

［ 9.様式・記載例 (2) ］

　中止期間が工期の
　10分の５を超えたとき

工事発注

工事施工不可
要因の発見

必要に応じて工事打合せ簿等により協議 工事施工不可
要因の発生

受注者 発注者
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２．発注者の中止指示義務 

受注者の責に帰することができない事由により工事を施工できないと認められる場合には、

発注者が工事の全部又は一部の中止を速やかに書面にて命じなければならない。 

  【契約約款第 20 条】 

 

３．工事を中止すべき場合 

 【契約約款第 20 条】 

① 工事用地等の確保ができない等のため受注者が工事を施工できないと認められるとき 

  例 ・発注者の義務である工事用地等の確保が行われないため（契約約款第 16 条）施工でき

ない場合 

    ・設計図書と実際の施工条件の相違又は設計図書の不備が発見されたため（契約約款第 18

条）施工を続けることが不可能な場合等 

  ＜公共建築工事＞ 

    ・設計変更等により計画通知手続きが必要になり、工事の施工を止める必要がある場合 

    ・同一現場内に建築、電気設備、機械設備等複数の工種の工事があり、一部の工事の契約

が成立せず、他の契約済みの工事の施工ができない場合 

    ・同一現場内に建築、電気設備、機械設備等複数の工種の工事があり、一部の工事で大幅

な施工の遅延が生じ、他の契約済みの工事の施工ができない場合 

    ・同一現場内に建築、電気設備、機械設備等複数の工種の工事があり、一部の請負者に倒

産等の施工できない状況が発生し、他の契約済みの工事の施工ができない場合 

      ア）会社体制が整い、工事が再開されるまで 

      イ) 前工事の検査等精算が済み、引き継ぐ次回工事の作業が始まるまで 

② 暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人

為的な事象であって受注者の責に帰すことができないものにより工事目的物等に損害を生じ

若しくは工事現場の状態が変動したため受注者が工事を施工できないと認められるとき 

例 ・「自然的又は人為的事象」は、埋蔵文化財の発掘又は調査、反対運動等の妨害活動も含

まれる。 

    ・「工事現場の状態の変動」は、地形等の物理的な変動だけでなく、妨害活動を行う者に

よる工事現場の占拠や著しい威嚇行為も含まれる 

③ 発注者が必要があると認めるとき 

 

４．中止の指示・通知 

発注者は、工事を中止するにあたっては、中止対象となる工事の内容、工事区域、中止期間

の見通し等の中止内容を受注者に通知しなければならない。【契約約款第 20 条】 

また、工事現場を適正に維持管理するために、最小限必要な管理体制等の基本事項を指示す

ることとする。 

  ⇒「９ 様式・記載例 

（１）中止の指示、通知：工事の全部又は一部の施工の一時中止について」 

     （神奈川県公共工事標準請負契約約款の運用基準 第 14 号様式） 



3 

 

５．基本計画書の作成 

受注者は施工を一時中止する場合は、中止期間中の維持・管理に関する基本計画書を、監督

員を通じて発注者に提出し、承諾を得るものとする。【土木工事共通仕様書 第１編 1-1-14】 

  ⇒「９ 様式・記載例 （２）中止期間中の維持・管理に関する基本計画書について」 

 

＜記載内容＞ 

① 一時中止の概要 

② 中止時点における現場状況 

③ 中止期間中の体制 

④ 工事現場の維持・管理に関する基本的事項 

⑤ 中止した工事現場の管理責任に関すること 

・ 中止した工事現場の管理責任は、受注者に属するものとする。 

  ・ 受注者は、基本計画書において管理責任に係る旨を明らかにする。 

⑥ 工事一時中止に伴う増加費用※ 

※ 指示時点で想定している中止期間における概算金額を記載する。 

一部一時中止の場合には、概算費用の記載は省略できる。 

 

６．工期短縮計画書の作成 

発注者は一時中止期間の解除にあたり工期短縮を行う必要があると判断した場合は、受注者

と工期短縮について協議し合意を図る。 

 

７．請負代金額又は工期の変更 

工事を中止した場合において、「必要があると認められる」ときは、請負代金額又は工期が

変更されなければならない。 

  ⇒「９ 様式・記載例 （４）請負代金額の変更について  

 （５）請負代金額の変更協議について」 

     （神奈川県公共工事標準請負契約約款の運用基準 第 18 号様式、第 18 号様式の 2） 

 

※ 契約変更については、設計変更事務処理要領に基づき「工事等内容変更指示書」により変更内

容を指示し、全体数量が確定した後に行うことがある。 
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８．増加費用の考え方 

（１）増加費等の範囲 

・工事現場の維持に要する費用 

・工事体制の縮小に要する費用 

・工事の再開準備に要する費用 

・中止により工期延期となる場合の費用 

・工期短縮を行った場合の費用 

 

（２）増加費用等の構成 

① 土木工事費の構成 

 

 

 ② 公共建築工事費の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊

 ＊一時中止に伴う本支店における増加費用を含む

純工事費

直接工事費

間接工事費 現場管理費

中止期間中の現場維持等の費用
+

工期短縮により増加する費用

共通仮設費

請負工事費

工事価格

消費税等相当額

一般管理費等

工事原価

 ＊

 ＊一時中止に伴う本支店における増加費用を含む

一般管理費等

現場管理費

消費税等相当額

工事の再開準備に要する費用

工事体制の縮小に要する費用

工事現場の維持に要する費用

純工事費

直接工事費

共通仮設費

請負工事費

工事価格

工事原価
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（３）増加費用の適用範囲 

 ・土木工事では、中止期間３ヶ月以内の場合は標準積算、中止期間３ヶ月を超える場合は、積

上げ積算により増加費用を算出する。 

 ・公共建築工事では、積上げ積算により増加費用を算出する。 

 

 
一時中止 
の期間 

 
 
一時中止 
の発生時期 

土木工事 

（中止期間３ヶ月以内） 

土木工事 

（中止期間３ヶ月を超える） 

公共建築工事 

準備工着手前 増加費用は計上しない 

準備工期間 
積上げ積算 

［② 一時中止の発生時期 ○準備工期間中に中止］参照 

本工事施工中 
標準積算（率＋積上げ） 

［①標準積算（積上げ項目と率項目）］参照 
積上げ積算 

※ 道路維持工事又は河川維持工事のうち経常的な工事は、積上げにより積算する。 

 

① 標準積算（積上げ項目と率項目） 

積上げ項目 

・直接工事費に計上された材料（期間要素を考慮した材料）及び仮設費

に計上された仮設材等の中止期間中に係る損料額及び補修費用 

・直接工事費,仮設費及び事業損失防止施設費における項目で現場維持

等に要する費用 

率項目 

・運搬費の増加費用（建設機械の搬入搬出、大型機械の現場内小運搬） 

・安全費の増加費用（保安施設、保安要員） 

・役務費の増加費用（土地の借り上げ代、電力及び用水等の基本料金） 

・営繕費の増加費用（現場事務所等） 

・現場管理費の増加費用（現場へ常駐する社員等従業員給料等） 
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② 一時中止の発生時期 

 

 

 

○準備工着手前に中止  

・一時中止に伴う増加費用は計上しない。 

 

 

 

 

○準備工期間中に中止 

・受注者からの見積により増加費用を算出する。 

・増加費用は、安全費（工事看板の損料）、営繕費（現場事務所の維持費）及び現場管理費（監

理技術者もしくは主任技術者、現場代理人等の現場従業員手当）等が想定される。 

 

 

 

○本工事施工中に中止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当初契約工期

契約締結

施工計画作成期間 準備工期間 本工事施工期間 後片付け期間

準備工着手前に中止

変更契約工期

準備工期間

契約締結

施工計画作成期間 中止期間 本工事施工期間 後片付け期間

準備工期間中に中止 準備工期間 準備工期間

変更契約工期

契約締結

施工計画作成期間 中止期間 本工事施工期間 後片付け期間

本工事施工中に中止 本工事施工期間

変更契約工期

契約締結

施工計画作成期間 中止期間 後片付け期間準備工期間 本工事施工期間
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（４）工事一時中止に伴う積算方法（標準積算による場合） 

・土木工事標準積算基準書に基づいて積算する。 

 

（５）全部一時中止と一部一時中止の積算内容の違い 

 ① 全部一時中止 

  標準積算の対象日数は、「中止期間 Ｎ」を用いる。 

 

 ② 一部一時中止 

  標準積算の対象日数は、「一時中止に伴う工期延期期間 Ｎ´」を用いる。 

 

工種Ａ 変更

工種Ｂ 変更

一時中止

一時中止

中止期間：Ｎ（日）

工種Ａ 変更

工種Ｂ

Ｎ'(日)：一時中止に伴う工期延期期間

中止期間

一時中止
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９．様式・記載例 

（１）中止の指示、通知 ： 工事の全部又は一部の施工の一時中止について 

             （神奈川県公共工事標準請負契約約款の運用基準 第 14 号様式） 
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（２）中止期間中の維持・管理に関する基本計画書について 

 （提出） 
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 （承諾） 
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（３）一時中止した工事の再開について 

 


